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（要旨）
　本研究の目的は，ブレトンウッズから冷戦初期まで，ジェイコブ・ヴァイナーが国際経済秩
序をどのように考えていたのかについて明らかにするものである。第一に，ケインズ案とホワ
イト案，ブレトンウッズ合意，ITO 憲章に関するヴァイナーの見解，およびヴァイナーとケ
インズの往復書簡を検討することで，ブレトンウッズ体制に関するヴァイナーの考えを明らか
にする。第二に，植民地の独立とアメリカ，ドル外交の展開，西ヨーロッパの関税同盟とアメ
リカ，恐怖の均衡，国際雇用安定基金と世界政府を論じることで，ヴァイナーの国際経済秩序
に対する思想やヴィジョンを明らかにする。最後に，ヴァイナーの国際経済秩序に対する理論，
政策，思想を包括的に論じることで，従来とは異なる，立体的なヴァイナー像を提示する。

ジェイコブ・ヴァイナーと国際経済秩序
─ブレトンウッズとその後
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1．はじめに

　ブレトンウッズ体制は，1930 年代の排他
的な市場形成による貿易の収縮が一因となっ
て生じた第二次世界大戦を反省して，貿易の
拡大を通じて各国の生活水準の向上と完全雇
用の実現を図るために結ばれた IMF（国際
通貨基金）協定および GATT（関税および
貿易に関する一般協定）による国際経済秩序
のことである。ブレトンウッズ体制の構築の
貢献者として，イギリス側の代表ジョン・メ
イナード・ケインズとアメリカ側の代表ハ
リー・デクスター・ホワイト 1）の案に目が向
けられがちであるが，無数の経済学者や専門
家の知恵の結晶でもある 2）。
　ケインズ案とホワイト案は，第二次世界大
戦後の国際通貨金融システムの構築を目指す
ものであったが，国際流動性の供給方式が大
きく異なっていた。ケインズ案では，国際清
算同盟を形成し，銀行預金と同等の決済・借
入機能を持つ通貨としての「バンコール」の
創設を提案した。他方，ホワイト案は，新し
い国際通貨単位としての「ユニタス」と「稀
少通貨条項」が導入された「為替安定基金」
を提示した。交渉の末，最終的に「ホワイト
案」が採用され3），IBRD（国際復興開発銀行）
と IMF が設立された。自由貿易の拡大と経
済協力を推進するための ITO（国際貿易機
構）は，ITO 憲章が批准されなかったため，
不成立となったが，その協定の一部であった
GATT が自由貿易の意思を引き継いだ 4）。
　こうして IMF 拠出によるドルを基軸通貨
とする新国際秩序としての IMF・GATT 体
制が形成された。現代の国際金融システムで
は，変動為替相場制度が採用され，IMF や
IBRD の役割も変化し，国際通商システムで
は GATT に変わる WTO（世界貿易機関）
が設立され，国際秩序も大きく変化してい
る。しかし現代の国際経済秩序が IMF・

GATT 体制の遺産の上に形成されている以
上，ブレトンウッズ体制は未だ検討に値する
国際通貨システムであることは言うまでもな
いだろう。
　本研究の目的は，こうした問題意識を踏ま
え，アメリカ連邦政府のフランクリン・ロー
ズベルト政権の財務長官ヘンリー・モーゲン
ソー・ジュニアの特別助手や財務省の相談役
として活躍した経済学者ジェイコブ・ヴァイ
ナー（Jacob Viner, 1892-1970）の国際経済
秩序に関する見解を明らかにすることであ
る。ヴァイナーは，国際経済学・経済学史の
研究者として著名であるが，ロビンズがヴァ
イナーを「外交史の専門家」（Robbins 1970, 
p.4）と指摘したように，ヴァイナーは国際
経済学だけを拠り所としたわけではなく，政
治学，歴史，哲学などの幅広い視点から世界
全体の国際経済秩序論を展開していた。
　ヴァイナーは，自由貿易や変動為替相場制
を支持したリベラリストであると解されるこ
とが多いが（田中 2002, pp.110-111, p.157），
ヴァイナーの姿勢はそのような単純なもので
はない。そもそもヴァイナーの研究自体は緒
についたばかりで，国際経済秩序に関して正
面から取り扱った研究は，Nerozzi（2011）
だけである 5）。Nerozzi（2011）は，ニュー
ディール期からブレトンウッズ体制の誕生ま
での国際通貨システムにおけるヴァイナーの
研究を概観した貴重な研究ではあるが，第二
次世界大戦後のシカゴ学派の貨幣数量説との
関係に研究の焦点が当てられ，国際経済秩序
に関して本格的に検討したものではない。国
際経済秩序に対するヴァイナーの理論ばかり
でなく，彼の思想や考えを映すヴィジョンを
論じることで，より立体的なヴァイナー像を
提示できるだろう。
　本研究では，次の章立てによって検討す
る。第二章では，ヴァイナーによるブレトン
ウッズに関する見解である「国際通貨安定に
関する二つの案」（Viner 1943b）と「ブレト
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ンウッズ協定」（Viner 1944a）という二つの
論文の検討を中心に，ヴァイナーの国際経済
秩序に関する一定の見解を明らかにする。国
務省と密接な協力関係にあった CFR（Coun-
cil on Foreign Relations, 外交問題評議会）
や財務省に奉仕していたヴァイナーは，ブレ
トンウッズの交渉に直接立ち入ったわけでは
ないが，その動向につねに関心を寄せ，両案
がどのように採用され決着するのかを懸念
し，ケインズと書簡も交わしていた点も紹介
する 6）。さらに ITO 憲章に関するヴァイナー
の見解にも触れる。第三章では，ヴァイナー
がこうした国際経済秩序の構築についてどの
ような問題意識やヴィジョンを有していたか
について明らかにする。具体的には，植民地
の独立とアメリカの利害，ドル外交や西ヨー
ロッパの関税同盟，恐怖の均衡，世界政府と
いった冷戦期の国際政治に関して扱う。最後
に第四章では，ヴァイナーの国際経済秩序は
どのようなものであったのかという点をまと
めて，本稿はとじられる。

2．ブレトンウッズの通貨システム

2-1．「ホワイト案」対「ケインズ案」
2-1-1．「国際通貨安定に関する二案」

　ヴァイナーによるケインズ案とホワイト案
の比較検討・評価について，1）両案の信用
組織の評価，2）両案の基金・資本割当・票
決割当額，3）為替レート・為替市場・資本
移動の規制，4）両案の調和，の点からまと
める。

1）両案の信用組織
　ヴァイナーによれば，ホワイト案とケイン
ズ案は，ともに国際通貨システムを統制する
国際機関の設置を認め，それぞれ「ユニタス」
と「バンコール」という国際通貨もしくは記
帳単位を創出し，信用組織として多角的決済
システムを構築する点で適切な信用能力を有

する（Viner 1943b, p.195, pp.198-199）。ユ
ニタスは，安定基金に対する現金拠出型の国
際通貨である一方，バンコールは金に価値を
置かない，新しい国際的な記帳単位である。
ケインズ案では，バンコールが金の一定量に
よって表示されるものの，金自体に通貨性を
持たないが，ホワイト案では，金あるいは各
国通貨がドルとリンクされ，ドルと等価のユ
ニタスが使用される。バンコールは従来のシ
ステムから見れば斬新で異質なアイデアであ
るが，シンプルで整然として問題なく機能す
る国際通貨システムである。他方，ホワイト
案は，ドルを基軸通貨とするためアメリカだ
けが利するかのように見えるが，加盟国が法
的・政治的に新しい体制の中で体系的に決済
できるため，全ての加盟国に利するシステム
である。ケインズ案は，バンコールとそれぞ
れの通貨の交換の規定を求めている一方，ホ
ワイト案は，必要とされる拠出資本の直接の
法的な機関としての，貨幣・銀行の地位の再
編を強く主張している（Ibid., pp.198-199）。
そのためヴァイナーは，バンコールという単
なる条件付き誓約であるケインズ案に比べれ
ば，法的に権威ある機関が加盟国に必要な資
本供出を行うことが求められるため，ホワイ
ト案の方が利する，と述べた（Ibid., p.199）。

2）両案の基金・資本割当・票決割当額
　ホワイト案は，基金が保有する一加盟国の
通貨および証券の総額は，当初の割当額の
200 パーセントまでしか認められないが，50
億ドルの資本拠出 100 パーセントを想定す
る一方，ケインズ案は，資本拠出せずに，過
去 3 年の平均輸出入額を基準に割り当てる。
その輸出入平均額は 75％であるから，試算
では 350 億ドルになる（Ibid., p.200）。ヴァ
イナーは，この点に関して，ケインズ案は，
外国貿易が活発になれば，借入額が自動的に
増大するため，資本割当に関する議論につい
ては，ケインズ案がホワイト案に比べて斬新
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である，と評価する（Ibid., pp.200-201）。た
だしヴァイナーは，「両案とも資金供与には
限りがあるので，デフォルトや収支の凍結

（frozen balance），さらには一方的な為替切
り下げを引き起こす可能性も残される。それ
ゆえ，（中略）資本割当の制限が現状のまま
であるならば，両案とも成功しない」（Ibid., 
p.201）と述べ，両案の資金供与額に懸念を
示した。
　各加盟国が保有する評決割当額（議決権の
配分）は，各国共通の 100 票に，出資額 100
万ドル増えるごとに一票加えたものである。
ホワイト案では，アメリカは議決権全体の
25 パーセント以上で，大英帝国（本国以外
の植民地も含む）は，20 パーセント以下で
ある一方，ケインズ案では，アメリカは議決
権全体の 12 パーセントを超えないが，大英
帝国は 15 パーセント超の割当となる（Ibid., 
p.203）。ケインズ案とホワイト案では，自国
の権益が反映されているが，ヴァイナーは

「評決割当額の配分方式は，実務に関する限
り，意義があるかどうかは疑わしい」とし，
どちらの案を受け入れるかは議決権配分の公
正さによると述べた（Ibid., p.201）。

3）為替レート・為替市場・資本移動の規制
　ホワイト案では，評決方式五分の四多数決
規定で為替レートを変更することができるが
完全な固定為替相場制である一方，ケインズ
案では，固定為替レートでも 5 パーセントの
幅で変動することが認められるアジャスタブ
ル・ペッグ・システムを想定していた（Ibid., 
pp.204-205）。ホワイト案では，金本位制的
な固定為替相場制度が想定されているが，ケ
インズ案は，一定の条件に適合したら，切り
下げや切り上げが容認されており弾力的であ
る。為替市場は，ケインズ案では国際通貨で
あるバンコールによって中央銀行に権限を集
中させ，公的な交換性を前提としている一
方，ホワイト案では，計算単位であるユニタ

スによって市場メカニズムによる市場交換性
を前提としている。ケインズ案は，稀少通貨
条項が盛り込まれているホワイト案に比べて

（Ibid., p.206），為替管理ばかりでなく資本移
動の規制も主張している（Ibid., pp.210-
211）。ヴァイナーは，①為替レートは一方
的に特定の国々が操作すべきではないこと，
②通常の貿易取引から生じる対外残高（for-
eign balances）は流動的かつ自由に交換でき
ること（Ibid., pp.192-193）であるとの信念
から，「管理された」固定為替レートは幻想
に過ぎず，為替レートに関する弾力的な条項
を作成することを望んだ（Ibid., pp.205-
206）。

4）両案の調和
　ヴァイナーは，バンコールという国際的な
貨幣コード（international monetary code）
に賛同し，その呼称を銀行の金でなく，世界
の金と言う意味で，「モンドール」と呼称す
るのがよいのではないかと提唱した（Ibid., 
p.198）。そして両案とも共通して通貨・安定
の問題である次の 4 点，1）各国通貨の為替
レートの水準を国際機関が制御すること，2）
多角的決済の効率的システムを有する機関の
条項，3）国際経済均衡を撹乱する，特定国
による金融政策への国際機関の調整や勧告を
行使する機能，4）国際収支の流動的手段を
通じて世界への資金供給が増大したり望まし
い分配がなされたりすること（Ibid., p.197），
を示して，為替レートのシステムの再検討
と，インフレーションを引き起こす脅威

（Ibid., p.197）や資本の逃避（Ibid., p.211）
を回避する経済システムの構築が急務であ
る，と述べた。さらに，平和と国際的な安定
を志向するために，国際金融システムの再構
築のみで作用しない（Ibid., p.214）とし，そ
の点はケインズ案が参考になると言及した。
ヴァイナーは，今後の交渉過程において，両
案の調和（blend）によってこそ，国際経済
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秩序の安定を達成する新しい国際金融システ
ム構築が達成されると述べ，ブレトンウッズ
会議の交渉の行方を見守ったのである（Ibid., 
p.215）。

2-1-2．ケインズとヴァイナーの往復書簡
　1943 年 5 月にヴァイナーは，「国際通貨安
定に関する二案」（Viner 1943b）の論文のコ
ピーをケインズへ送った 7）。ケインズは，
ヴァイナーの指摘が優れて重要であることを
認めた上で，1943年6月9日付でヴァイナー
宛に次の 13 点について返信した。すなわち，

（1）ユニタスが単なる簿記上の意味であるか
どうかについて 8），（2）モンドールの提案に
ついて 9），（3）国際収支調整において債務者
と同様に債権者が無制限責任を持つのは好ま
しくないという見解について 10），（4）清算
同盟における加盟国の債務について 11）,（5）
評決割当額について 12），（6）評決方式五分
の四多数決規定について 13），（7）最初の為
替相場の決定について 14），（8）固定為替相
場について 15），（9）金の地位の取り扱いに
ついて 16），（10）基金による金の受領につい
て 17），（11）インフレーションの脅威の可能
性について 18），（12）資本輸出の規制につい
て 19），（13）平和のための新しい国際機関の
創出について 20），である（Keynes 1980, 
pp.321-326: 邦訳 pp.359-364）。
　ケインズの返信で重要な点は，（1）もしユ
ニタスとバンコールが同義と解釈できれば，
国際清算同盟がたとえ採用されなくても，ケ
インズ案と同等の決済システムを構築できる
こと，（7）（8）中央銀行や為替管理による
固定為替レートの決定は困難ではなく，為替
レートを安定させることでより安全な国際通
貨システムの構築が可能であること，（11）
インフレーションの脅威の可能性に気がつい
ていること，（12）平和のための国際機関の
設立に同意していること，である。ケインズ
はヴァイナーに手紙を返信した時期は，すで

に会談が数段進められていたが，ブレトン
ウッズ会議で直接お会いできないか，とヴァ
イナーに返事をした。
　両案が公表された時点で，ケインズは自分
の案の優位性を信じていた。すなわち「わず
か一，二の重要ではない例外の国々を除い
て，かりに全世界がどちらかを選択しようと
するならば，実際には安定基金の全般的な案
より，清算同盟を選好することは明らかで
す」（Ibid., pp.283-4: 邦訳 p.313）21）。しかし
ケインズの楽観論は，スターリング・ブロッ
クの主要国であるカナダ，インド，南アフリ
カなどのイギリスからの離反，そしてホワイ
トによる連合国への働きかけによって崩れ
た。こうして 1943 年 6 月末「清算同盟と安
定基金の結合」という文書を作成し，ホワイ
ト案に大きく譲歩したのである 22）（伊藤・浅
井 2014, p.22）。
　ヴァイナーは，1943 年 7 月 12 日付でケイ
ンズの問いかけに応えて返信した。ヴァイ
ナーは，（1）ユニタスの機能は基金下という
条件のもとで機能することについて 23），（2）
モンダについて 24），（3）清算同盟は債権国
の責任に対する厳格な制度が欠落はしている
ものの，それが崩壊することはないことにつ
いて 25），（4）割当額の半額を使い切るまで
無条件に借り入れることのできる自由につい
て 26），（5）計算上の誤記について 27），（6）
すべての加盟国に拒否権を与えることに反対
する理由について 28），（7）（8）為替相場の
安定と固定為替相場制への賛成につい
て 29），（9）誤りについて 30），（10）安定基
金の規定が間違いかどうかを確認することに
ついて 31），（11）ケインズと考えを共有して
おり賛同していることについて 32），（12）書
き直しについて 33），（13）短期と長期におけ
る国際収支の問題について 34），である（Ibid., 
pp.326-331: 邦訳 pp.365-371）。
　ケインズ宛のヴァイナーの返信の中で，重
要な議論は，（1）と（13）である。（1）に
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おいて，ヴァイナーによれば，バンコールと
異なり，ユニタスはあくまで「記帳の単位」
にすぎず，現金拠出型の国際通貨システムを
支持している。（13）において，ヴァイナー
は，「アメリカは長期にわたっては，外国に
とっての短期資金源としては不十分になる傾
向がある」（Ibid., p.330: 邦訳 p.369）35）と述
べ，長期的な視点では，慢性的なドル不足に
はならずに，むしろアメリカは債務国に転落
する可能性が高いと述べた。この指摘は，の
ちに，貨幣のための金の量がアメリカの国際
収支の悪化によって得られる一方，その物理
的限界によってドルの信任がなくなる「ドル
危機」を示唆していた。すなわちヴァイナー
は，すでに「トリフィンのジレンマ」（Triffi  n 
1960）の危険性を認識していた。こうして
ヴァイナーは，両案とも，短期と長期の視点
が欠落しており，交渉過程において長期の視
点で見直す必要があることを強調した 36）。
　ケインズは，こうしたヴァイナーの回答
に，ブレトンウッズで会談を終えた 1943 年
10 月 17 日，（1）清算同盟について借入の限
度額は必要であるため，ヴァイナーに同意で
きないこと，（2）為替により高い弾力性が必
要な点については，ヴァイナーに同意するこ
と，（3）長期の視点が必要な点については，
ヴァイナーに同意すること，を手短に送っ
た 37）。ヴァイナーがケインズと会合しなかっ
た理由は，ヴァイナー自身がブレトンウッズ
に直接携わっておらず，詰めの交渉において
かえって悪影響を与えないためであったこと
が推察される。

2-1-3．「ブレトンウッズ合意」
　ヴァイナーは，「ブレトンウッズ合意」

（Viner 1944a）を発表し，ブレトンウッズに
おける最終合意について高く評価し，長期の
視点から国際経済秩序に関する私見を論じた

（Ibid., p.233）。以下では，ヴァイナーによる
ブレトンウッズ協定の評価を，1）為替安定

性と為替レート制御の問題，2）IMF，3）
IBRD，4）ブレトンウッズ合意の評価とそ
の後の展望，から整理する。

1）為替安定性と為替レート制御の問題
　ヴァイナーは，為替安定を促進する基金と
しての IMF の役割と為替レートについて，
① IMF は，国際的な不均衡を生じさせる関
税，為替レート制御，為替切り下げを回避す
るように，対応する，②為替レートは，60
日間，金と固定され，変化の割合は 10 パー
セントの割合を超えないことが求められる，
と述べた（Ibid., pp.234-235）。そしてヴァイ
ナーは，IMF の承認がなく現在の国際取引
の支払い制限を課すことを禁じる，IMF 協
定第 8 条第 2 項を取り上げ，この条項を支
持しないと述べた。なぜなら，為替レート制
御が，資本取引に限っても，内在的に，国際
的な監督や規制の必要性を越えることはない
と，草稿段階で提案されてこなかったからで
ある（Ibid., pp.236-237）。
　稀少通貨条項については，ヴァイナーは，
為替減価や貿易障壁などの手段に比べて特定
の国の通貨が稀少になれば差別化が好まし
く，長期的にドルは稀少通貨になる可能性が
あるので，アメリカの交渉団が主張したのは
止むを得ないと擁護した（Ibid., pp.237）。
　IMF 協定においては，各国は，厳格な金
本位制に回帰するのではなく，為替の安定と
自由な市場を受け入れることができるため，
アメリカはこれらの契約を履行できるような
財政的支援を行うことが重要であるとヴァイ
ナーは述べた（Ibid., p.238）。

2）IMF
　ヴァイナーによれば，アメリカでは IMF
合意の批判として，①基金資金が不必要に大
きいのではないか，②アメリカの拠出が過大
ではないか，③拠出に値しない加盟国が基金
へ容易にアクセスできるのではないか，の 3
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点がある。
　①について，IMF は 90 億ドルの基金であ
る。しかしその基金は取次の信用基金（inter-
mediate-credit fund）であり，国連に参加す
る全ての国々に対して，90 億ドルは過大と
はいえない。アメリカの貸出能力は 30 億ド
ルを超えず，理論上でも 50 億ドルであり，
それゆえ過大な数字ではない（Ibid., pp.239-
240）。②について，拠出が27.5億ドルであり，
IMF の目的を鑑みるならば，適切な拠出額
である（Ibid., p.240）。③について，これま
での経験からどの加盟国も通貨および財政の
事態を誤って管理すれば，誤ったインフレー
ションやデフレーションが生ずる可能性があ
るが，インフレーションの場合にのみ IMF
に援助を求めるだろう。この点については，
以下の（a）～（e）が重要である。（a）IMF は，
他の加盟国の通貨を自身の通貨と引き換えに
IMF から別の加盟国の通貨を受け取るとい
う加盟国の要求を認める必要はない。（b）加
盟国は，大規模あるいは持続的な資金の流出
に対応するために基金の資源を利用すること
はできない，（c）通貨が不足していると宣言
された場合，基金は，加盟国の相対的な必要
性を考慮して，その通貨の供給を割り当てる
権限を与えられている，（d）IMF は，いず
れかの加盟国が基金の目的に反する方法で基
金の資源を使用していると判断した場合はい
つでも，その加盟国による基金の資源の使用
を制限または完全に停止することができる，

（e）IMF は，加盟国の状況が，本協定の目
的に反するか，または加盟国に害を及ぼす仕
方で基金の資源を利用することにつながる状
況がある場合，加盟国との交換取引を延期す
ることができる。延期の期間が特定されてい
ないため，これは，あらゆる濫用から自らを
守るための完全な裁量権を基金に与えるよう
に思われる（Ibid., pp.242-43）。

3）IBRD
　国際復興開発銀行（世界銀行）は，IMF
と比較して，特別な長期計画の国際金融機関
として批判は少ない。その資本金（授権資本
ベース）は100億ドルで，当初払込出資額は，
その資本金のうちの 20 パーセントである。
世界銀行では，貸付手取り金の自由な支出を
保証するアンタイドローンが提供され，タイ
ドローンは禁止されている。しかしローンの
提供には加盟国の承認が必要である。世界銀
行は，各国がリスクを負う，真の多国間の
プールである。そのため，通貨の独立性は認
められているが，各国の通貨の交換は自由に
行えず，金に関する条項によって，世界銀行
が減価の結果を生ずる損失を回避できるよう
に守られている。
　世界銀行は，信用創造能力をもつ巨額の復
興需要に応える金融機関というよりはむし
ろ，民間部門による国際投資を促進するため
の投資保証業務を推進する役割を担ってい
る。ヴァイナーは，世界銀行の計画はイギリ
スにとって利はないかもしれないが，創意工
夫に富み，知性そのものであると論じた

（Ibid., pp.243-45）。

4） ブレトンウッズ合意の評価とその後の
展望

　ヴァイナーは，以上の 1）～ 3）によって，
次のようにブレトンウッズ合意を高く評価し
た。「基金や銀行が，直接的にも間接的にも
アメリカの輸出品を促進することによるアメ
リカの雇用や繁栄を促進するという希望ばか
りでなく，私たちのドルが授けるリーダー
シップによって，世界的な繁栄や世界平和に
好ましい国際経済協調や連携の戦後の方式を
設立することに成功すると言う幅広い希望に
よって，我々は基金や銀行に投資をするだろ
う。アメリカによって戦後の世界経済の青写
真の大部分が描かれてきた。私は優れた詳細
な計画であると思う。もしそれが拒絶され，
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ずたずたになれば，それはすくなくともアメ
リカ人の手によるものではないだろう」

（Ibid., p.246）。
　こうしてヴァイナーは，いくつかの問題点
を指摘しつつも，アメリカのリーダーシップ
によって，アメリカのドルを中心とした新し
い国際経済秩序の構築を歓迎したのである。

2-2．ITO憲章
　アメリカの主導で進められた ITO 憲章の
目的は，全ての輸出入国は貿易障壁を減ら
し，外国貿易の直接的な統制を除くといった
無条件の最恵国待遇にあった。そのため，ア
メリカを中心とした多くの優れたブレインら
が，ドラフトの段階では柔軟な条項が存在し
ていたにもかかわらず，最終に至って自由貿
易を推進するために「制裁力の強い」条項を
記し，自由市場モデルに完全に合致したルー
ルを明記した（Viner 1953a, p.88: 邦訳
p.122）。
　ヴァイナーは，「自由貿易こそ世界平和を
促す」（Viner 1944c, p.261）という崇高な理
念を支持していたため 38），ハバナで採択さ
れた ITO 憲章の批准を希望したが，各国の
議会で反対にあい，批准に至らなかった。
ヴァイナーは，ITO 憲章が批准されなかっ
たことについて遺憾であると述べたと同時
に，そもそも参加国の同意を得るための
ITO 憲章が極めて限定的かつ制限的な条件
が課せられており，あくまで崇高な理念ばか
りを明記している点に問題があることを指摘
した（Viner 1950a, pp.153-154, Viner 
1953a, p.89: 邦訳 p.123）。つまり現実の経済
は，カルテルや私的独占，政府による輸出・
輸入の貿易への干渉が存在しているにもかか
わらず，次の（a）～（d）の厳格なルール，（a）
伸縮的・競争的な自由市場経済の世界に適応
した事柄，（b）輸出入国による貿易障壁の低
下，（c）外国貿易のすべての直接統制の除去，

（d）無差別あるいは無条件最恵国待遇を目的

とすること（Viner 1950a, p.138），を明記す
れば，同意を得ることが困難であると指摘し
たのである 39）。
　このようにヴァイナーは，現実の事態の過
度な抽象化によって弊害が生じることを十分
に理解して，自由貿易に例外規定を認めるこ
とを示唆していたことは，ヴァイナーが理論
だけにとらわれない複眼的で柔軟な思考を有
していたと察することができる。

3．国際経済秩序のヴィジョン

3-1． 植民地の独立，ドル外交，西ヨーロッ
パの関税同盟

3-1-1．植民地の独立とアメリカ
　多くの植民地が第二次世界大戦後に独立す
るが，ヴァイナーは，「植民地問題に関する
アメリカの利害」（Viner 1945）において，
移民で形成されたアメリカは，植民地の戦争
に無関心を装うことはできず，人道主義の立
場から植民地の独立を支持する，と述べた

（Ibid., p.268, 270）。当時，イギリス，フラ
ンス，オランダ，ベルギーが植民地を有して
いたが，植民地の独立と自由貿易によって，
植民地への税制上の優遇措置が撤廃されれ
ば，（1）植民地が他国と対等に交易が可能と
なること，（2）植民地の人々の経済厚生が向
上すること，（3）戦争が回避される可能性が
高くなること，を指摘した（Ibid., pp.274-
276）。アメリカは，独立した植民地に対して，
①あらゆる地域の人々は民族自決の権利を持
つこと，②政府の設置，先住民の保護などの
植民地の将来に関する決定の全てを受託する
こと，を約束し（Ibid., pp.270-271），賃金や
生活基準の改善，社会保障などによる労働条
件の補助によって，アメリカが主体となって
植民地地域における産業の発展を促す必要が
ある，と述べた（Ibid., pp.277-278）。
　植民地によって形成された巨大な帝国こそ
大英帝国である。アメリカが植民地の独立を
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大きく支持すれば，イギリスとの関係が悪化
することも予想される。ヴァイナーは，アメ
リカはイギリスとの同盟を重視しつつ，植民
地の独立支援を検討することが重要である

（Ibid., pp.280-281）と同時に，西側諸国の資
本主義に反する立場であるソビエト・ロシア
は，アジアの植民地の人々と密接な関わりが
あることも考慮に入れる必要がある，と述べ
た（Ibid., p.273）。

3-1-2．ドル外交の展開
　第二次世界大戦後，アメリカの圧倒的な輸
出シェアによって 50 年代末までに多くの
国々が対ドル圏に対して貿易赤字を抱えた。
いわゆる「ドル不足」である。アメリカは，

「マーシャル・プラン」にみられる西ヨーロッ
パへの補助と反共政策（1948 年 4 月から
1951 年末まで）を行い，またギリシャやト
ルコへのトルーマンによる財政援助によっ
て，ドル不足の解消につとめた。ソ連の政治
家はこうしたアメリカの援助を「ドル外交」
として非難したが（Viner 1947a, p.341），
ヴァイナーは，アメリカのドル外交を支持し
た（Viner 1946b, 1947a, 1947c, 1947d）。
ヴァイナーは，ブレトンウッズ合意の美徳の
一つとして，すべての国々が国籍を問わない
で，適切に資金の流出入を行う権利を有して
いると考えていたため（Viner 1946b, p.335, 
Viner 1947a, p.342），もともとはドル外交の
支持者でなかった（Viner 1947a, p.342）。し
かしソビエト・ロシアが，西側の民主主義を
故意に挑発し，西側諸国の意見を無視し，虚
勢を張ることを露わにしたことで，ヴァイ
ナーは，アメリカの金融的強みとして，次の
ように率直かつ慎重なドル外交の手段をとる
ことを強く求めたのである（Ibid., pp.342-
343）。すなわち「①ソビエト・ロシア，ポー
ランド，ユーゴスラビア，チェコスロバキア
への財政的援助を回避すべきである，②ロシ
アによって脅かされている国への援助を拡張

すべきである，③アメリカの同盟国に目を向
け，ドル融資や助成金を行うべきである，④
IMF や IBRD は政治的配慮に影響されずに
意思決定を行う義務を妨げるべきではない
が，アメリカの金融市場内の銀行による金融
取引に対して拒否権を行使する際には，国家
安全保障上の配慮を考慮すべきである。」

（Viner 1947a. p.344）。
　ヴァイナーは，もし国連で十分な集団安全
保障（collective security）が確立される保
証が示されるのであれば，ドル外交は不要で
あるとした（Viner 1947g. p.349）が，「我々

（アメリカ）の国家安全保障が未熟で，原子
爆弾の占有も保証されないため，（中略）我々
は次の点からドル外交を継続的に実施すべき
である」（Ibid., p.350）と述べ，次の点を主
張した。すなわち「潜在的な敵の打撃力を増
強させる可能性がある場合には，融資をすべ
きではない。経済力や政治力の向上が，わが
国の安全保障を弱めるのではなく，むしろ促
進する可能性のある国には惜しみなく資金を
提供すべきである。また，ドル外交に頼るこ
となく，わが国の安全保障を信頼できる国際
関係の確立に貢献する見込みのある，経済活
動やその他の活動に関するいかなる国連プロ
グラムも，財政的およびその他の面で援助し
なければならない」（Ibid., p.350）。
　こうしてヴァイナーはドル外交を擁護する
が，マキャベリストと呼ぶにはふさわしくな
いと次のように付記した。「私が提唱する手
段は，立派な目的のために使われるのであれ
ば，立派なものである。私が提唱するのは，
純化されたドル外交にほかならない。国際的
な危機のときに，ドル帝国主義のために，あ
るいは強硬な経済的駆け引きのために使われ
て，この手段の信用を落とすようなことがあ
れば，その使用者に対してフランシス・
クォールズの次の非難を浴びせることになろ
う。『この高貴な手段で，地上の卑しい品々
を扱うとは，なんと卑しい魂なのだろ
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う』」40）（Ibid., p.350）と。

3-1-3．西ヨーロッパの関税同盟とアメリカ
　関税同盟などの地域経済統合を考察する視
点の一つとして，現代では貿易の互恵的利益
を め ぐ る「 特 恵 貿 易 協 定（Preferential 
Trading Arrangements）」が挙げられる。し
かし第二次世界大戦後の西ヨーロッパで，の
ちの EC（ヨーロッパ共同体）や EU（欧州
連 合 ） に 連 な る，1950 年 代 の は じ め に
ECSC（欧州石炭鉄鋼共同体）という共同市
場を作る動きは，こうした特恵貿易協定の問
題ばかりではなかった。西ヨーロッパの関税
同盟は，西ヨーロッパやアメリカがソ連や東
ヨーロッパと対立するなかで，西ヨーロッパ
の経済復興によってその域内取引が市場を拡
大し，規模の経済性によって，西ヨーロッパ
の自由化が全世界に波及することを目的とす
るものであった（Viner 1947a, p.342, 344）。
　ヴァイナーは，『関税同盟の問題』（Viner 
1950a）において，国際的な自由貿易を推進
する一方で，保護貿易とも見られかねない関
税同盟がなぜ推進されるのか，という経済
的・政治的問題に取り組んだ。ヴァイナーに
よれば，関税同盟は良い同盟か悪い同盟か結
論づけることは不可能であるが（Ibid., p.65），
関税同盟自体は，「貿易転換効果」による負
の経済効果ばかりでなく，「貿易創出効果」
による自由貿易に向かって推進する正の経済
効果も存在する。ヴァイナーは，世界的な自
由貿易を推進する立場から，関税同盟の形成
が不確実で不完全な手段であり，「最終的に
何があるかは 気楼にすぎないかもしれな
い」（Ibid., p.176）と危惧しつつも，ECSC
の形成の動きをその合理的な第一歩であると
判断している（Ibid., p.168）41）。
　ヴァイナーによれば，ヨーロッパの関税同
盟は上のような経済的問題ばかりでなく，ア
メリカの国益と関係する，次のような政治的
問題が存在していた。「アメリカにとって，

西ヨーロッパの安定・繁栄・強化は政治的・
戦略的利益である。西ヨーロッパにおける経
済的関心は，経済や政治の健全な状態を維持
するための輸入に支払う。明らかに西ヨー
ロッパがアメリカに輸出することは，市場規
模以上に重要な意義がある。もしアメリカか
らの援助がなければ，西ヨーロッパの経済統
合は座礁する。」（Ibid., p.169）。
　このようにヴァイナーの関税同盟論は，経
済問題としてのドル不足を危惧し，マーシャ
ルプランやドル外交による西ヨーロッパの一
早い復興と，冷戦下における西ヨーロッパと
ア メ リ カ の 連 携 が 念 頭 に あ っ た（Ibid., 
pp.169-170）。

3-2． 恐怖の均衡と平和の理念─国際雇用
安定基金と世界政府の創設を希求し
て

　「恐怖の均衡」は，核兵器による報復とい
うおどしによって相手の侵略行為を思いとど
まらせる核抑止論として，冷戦が深まる
1955 年 6 月 24 日，カナダ外相ピアソンが述
べた言葉である（細谷 2012, pp.263-264）。
しかし第二次世界大戦中にアメリカによって
日本の広島と長崎に原子爆弾が落とされた直
後に，やがてソビエト・ロシアが核兵器を所
有することで，核兵器による抑止としての

「恐怖の均衡」が生ずることについて，多く
の研究者が気付いていた。その一人がヴァイ
ナーである。
　リチャード・ローズ（1993）によれば，
原子爆弾が使われたほぼ 5 週間後，9 月下旬
木曜日と金曜日にシカゴ大学で行われた原子
エネルギー規制会議で，ヴァイナーは，原子
爆弾はこれまでに考案された人間殺戮の方法
のうち最も安価な方法であり，ソ連とアメリ
カという二つの大国がある以上，世界政府の
樹立は難しい，と述べた（リチャード・ロー
ズ 1993 下巻, p.608）。さらに，核武装した
世界における「恐怖の均衡」という核による
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抑止の原理の本質をヴァイナーは次のように
指摘した。「原爆戦は，もっと広く言えば神
経戦だ。（中略）二つの国が原子爆弾を所有
したときに心理戦が始まる（中略）。原子爆
弾が結局平和を作るという信念，抑止の効果
──それが自分にたいして用いられるときの
代価」（Ibid., pp.608-9）42）と。
　ヴァイナーはこうした見解を「国際関係の
原子爆弾の含意」（Viner 1946a）にまとめた。
原子爆弾は，壊滅的な武器で防衛することも
不可能なほどこれまでの戦争のあり方を根本
から変更したとし（Ibid., pp.300-301），「原
爆に対する有効な具体的防衛策の見通しは
立っていないようである」（Ibid., p.301）と
述べた。
　ヴァイナーは，勢力均衡体制（the bal-
ance-of-power system） は，1648 年 か ら
1918 年にかけて影響力を有したが，実は，
平和を求めることや戦争を防ぐことが第一の
目的ではなく，国家の独立を維持することで
あったと述べた（Ibid., p.306）。そのためこ
の期間にしばしば各国間で戦争が生じたとし
ても，戦争が限られたり，敵対行為が早期に
終了したり，適度な講和条件が受け入れられ
たりしていることから，勢力均衡体制は多か
れ少なかれ評価に値する，と述べた（Ibid., 
pp.306-307）。しかし原子爆弾がいかなる国
にも均等に所持されるとは限らないし，万が
一それが全ての国々で所有されるようなこと
があれば，勢力均衡どころか世界政府でさえ
もうまく機能するだろうと述べた（Ibid., 
p.307）。「平和を強制することができれば素
晴らしいことである。原爆そのものを警察官
の警棒に相当するものとして世界に普及させ
るか，警棒を不要にするような実行可能なス
キームが考案されれば，素晴らしいことだと
思う。」（Viner 1946a, pp.308-309）。しかし
ヴァイナーは，「原子爆弾は，戦争における
物質的および管理的な制限を取り除くため，
勢力均衡体制から戦争もしくは平和に関する

長所を剥奪する」（Ibid., p.307）ため，「勢力
均衡体制は今日では信用できない」（Ibid., 
p.306）と主張した。
　こうしてヴァイナーは，第一次世界大戦後
に平和解決の として，民主主義を基盤とす
る国際共同体としての世界の政治組織の設立
を求めたウッドロウ・ウィルソン米大統領の
いくつかの功績を引いて「私はウィルソニア
ンである」（Viner 1944c, p.265）と述べ，世
界平和のための国際機関の創設を思案したの
である。ヴァイナーは，第二次世界大戦を引
き起こした原因の一つとして，景気の悪化や
大量失業を問題視していた。ヴァイナーは，
労働者を守る安定基金として既に存立する
ILO（国際労働機関）を支持していたが

（Viner 1946b, p.332），さらなる新しい機関
として「国際雇用安定基金（International 
Employment Stabilization Fund）」の設立を
提唱した（Ibid., p.322）。ヴァイナーは，深
刻な失業問題に対峙するには，国際雇用安定
基金によって，実際的には各国通貨の基金が
付与され，反循環的に，不況が生じていると
きだけ貸付を行ったり好況において支払いの
負担が大きいと柔軟に返済スケジュールを課
したりすることが重要であるという（Viner 
1953a, pp.91-93: 邦訳 pp. 126-128）。その理
由は，①自由貿易によって無差別に適用され
る国際的行動規範を通して，各国においては
経済体制や通商政策の型に合致しない可能性
があること，②世界的なインフレーションが
生じる中で，根本的な不均衡が生じるが，社
会的・政治的政策として国家主権で守られて
いるため，IMF だけでは対応が不可能であ
ること，が挙げられる（Ibid., pp.91-93: 邦訳
pp. 126-128）。
　ヴァイナーの言及する「世界政府（World 
Government）」は，いうまでもなく国家の上
部組織として世界全体を統治する，構想上の
政府であり，「世界連邦」とも訳される。ヴァ
イナーは「国際組織の経済的基礎」（Viner 
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1950b）において，世界政府や平和といった
ものは，合理的な資源配分を考察する経済学
の対象であるというよりはむしろ，宗教的・
審美的価値 43）から論じられることも意義深
いことを示唆した（Ibid., pp.369-70）。平和
を実現するために世界政府を設立すること
は，集団安全保障の観点からも重要であり，
さまざまな学問の分野から検討しても必要不
可欠な組織であると，ヴァイナーは考えてい
たが（Ibid., pp.367-74），次のように吐露し
た。「（平和を実現するための）効果的な救済
策は（中略）『世界政府』の設立であると考
えている人がいる。（中略）この救済策の採
用を妨げているのは，政治家や一般市民の愚
かさ，または原爆の恐ろしさ，またはどの国
も保持することがどれほど不可能であるかを
理解していないことにあると考えているよう
だが（中略），問題はそれほど単純ではない
と心配している。」（Viner 1946a, p.304）。世
界政府が設立されない理由の一つとして，
ヴァイナーは「米国とソビエト・ロシアはそ
れぞれ世界の潜在的な力に比べると強すぎる
ため，たとえ自国の政府と国民が純粋に世界
政府に参加する意思があったとしても，世界
政府の適切な構成国になることはできない」

（Viner 1946a, p.305）と述べ，冷戦が原因の
一つであると示唆した。
　こうしてヴァイナーは，「世界政府の支持
者が，今日の緊急の問題のいずれかを解決す
るためにどのように進行するかについて，少
なくとももっともらしいスケッチを提示する
までは，世界政府は，経済分野の重要な問題
に対する可能な解決策として真剣に受け止め
るべきではない」（Viner 1950b, p.381）と悲
観的な見方を示し，世界政府の設立について
の「夢は，私たちの目標を高めるという貴重
な目的を果たすことがよくある。しかし夢は
また，可能性が受け入れられなくなる水準ま
で，愚か者を持ち上げる」（Ibid., p.381）と
述べた。ブレトンウッズ体制，原子爆弾によ

る新たな秩序，植民地の独立，恐怖の均衡と
いった，新しい冷戦時代の国際秩序が形成さ
れていく中で，ヴァイナーによる平和のため
の国際機関創設の一連の提案は，人類にとっ
て崇高な理想ではあったが，儚い夢物語に終
わったのである。

4．おわりに

　要約しよう。第一に，ヴァイナーは，ブレ
トンウッズ会議で検討されていたホワイト案
を国際流動性に関して支持していたものの，
ケインズ案に全て反対していたわけではない
ことである。ヴァイナーは，ケインズ案とホ
ワイト案の調和を目指し，より優れた国際通
貨システムの構築を望み，自由貿易体制の構
築を切望した。第二に，ITO 憲章の不成立
について，ヴァイナーは非常に残念に感じて
いたが，戦前の大量失業による戦争危機を懸
念し，国際雇用安定基金の設立を希求し，円
滑で安定した国際経済秩序の構築を目指した
ことである。第三に，ヴァイナーは，広島と
長崎の原爆投下によって，戦術の変化やその
悲劇ばかりでなく，恐怖の均衡をいち早く指
摘し，世界平和を実現するための世界政府の
創設を希求し崇高な理想を有していたことで
ある。
　ケインズがイギリスの国際主義者でなく国
際主義者のイギリス人であったことと同じよ
うに（Steil 2013），ヴァイナーは，アメリ
カの国際主義者でなく国際主義者のアメリカ
人であった。ヴァイナーは，CFR や財務省
等で重要な仕事をこなしたように，アメリカ
人として，アメリカの国益に資するように，
実利的な視点を有していた。深まる冷戦の問
題にも敏感に対応し，ソビエト・ロシアに対
して敵意の目を向けていた。しかしながら別
の面では，ヴァイナーによる国際経済秩序
は，コスモポリタン的な視点を持ち合わせて
いたことも事実である。アメリカを軸としつ
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つも，経済システムによる「協調（concert）」
を展開し，「世界政府」としての世界各国の
連携による「共同体」としての思想を持ち合
わせていた。
　したがってヴァイナーの国際経済秩序は，
アメリカを中心としつつも，国家間の均衡を
見据えて，国家間が協調し，世界政府を主体
とする共同体によって，平和と経済の安定を
目指すことにある。さらにいえば，それは彼
の経済スタンスである短期と長期の視点に
よって（Viner 1940），長期的な視野と壮大
な歴史観によって構成されていた。
　ヴァイナーは，理論に対して忠実に現実を
捉えるタイプの経済学者ではない。一例を挙
げれば，ヴァイナーは，国際的な完全雇用政
策について，インフレーションを引き起こす
ため，裁量的なケインズ政策を批判し
た 44）。しかし変動為替相場制を導入すれば
アメリカ合衆国のドル危機を回避できると述
べたミルトン・フリードマンの政策につい
て，ヴァイナーはインフレーションを回避す
るためには「裁量的管理に委ねられた」

（Viner 1962, p.261）金融当局が積極的に市
場に介入する必要があるとし，むしろ裁量的

な政策を推進した。ヴァイナーは，その理由
として，現実の市場は寡占や不完全競争市場
であって，価格自体が伸縮的であるわけでは
ないと考えたからである（Viner 1956, 1962; 
Bloomfi eld 1992）。こうしたヴァイナーの姿
勢は，ケインズとフリードマンの政策の間に
あって「中途半端」に見えるかもしれないが，
現実を推しはかった上での，柔軟で慎重な政
策判断に他ならない。こうしたヴァイナーの
中庸な思慮こそ，彼がロビンズらの属する

「クラシカル・リベラリスト」（Sally 1998）
に名を連ねる理由の一つである 45）。
　現代の国際秩序は，ベルリンの壁，ソ連邦
が崩壊し，EU やアメリカ，日本といったリ
ベラルな民主主義諸国に対して，中国やイン
ドなどの新興国が台頭している（細谷 
2012）一方で，冷戦の残響がヨーロッパに
轟いている（Steil 2018）。第二次世界大戦
を経験し，国際平和のために自由貿易を崇高
な理念とし国際秩序を安定させることに真
に取り組んできたヴァイナーの数多くの知見
は，今まさに重要な材料を提供しているとい
えるのではないだろうか。

（注）
＊ （1）本研究は，科学研究費補助金「ジェイコブ・

ヴァイナーの経済思想──「中庸」の“リベラ
リスト”」（基盤研究 C：15K03378），科学研究
費補助金「ジェイムズ・エドワード・ミード：
経済理論，経済政策，理性的急進主義」（基盤研
究 C：22K01413），日本大学商学部個人研究費

（2017 年度）（2019 年度）（2020 年度）の助成を
受けている。（2）日本大学本部第 1 種長期海外
派遣研究員としての研究成果の一つである。（3）
本研究は，公刊された論文であっても，日本で
は入手することが難しいヴァイナーの諸論文に
ついて，デューク大学貴重書図書館（The David 
M. Rubenstein Rare Book & Manuscript Library, 

Duke University）が所有する「ブルームフィー
ルド文書（Bloomfi eld Papers）」「ボーモル文書

（Baumol Papers）」と，プリンストン大学貴重書
図 書 館（The Seeley G. Mudd Manuscript 
Library, Princeton University）が所有する「ヴァ
イナー文書（Jacob Viner Papers）」を参照して
いる。（4）本文で訳出している引用文は，筆者
が表現を変えたり要約をしたり省略したりして
いる箇所がある。（5）参考文献の出版年につい
て，二か年表記しているものがあるが，本稿執
筆において，両版を用いているため，初版年お
よび再版年を併記している。（6）二名の匿名の
レフェリーから本原稿の改訂のために詳細なコ
メントを頂戴した。記して感謝したい。なお，
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本稿の誤りは全て執筆者に帰する。
1） アメリカでは国務省が自由主義の原則に固執し

ていた一方（いわゆる，ハルの原理），ホワイト
をはじめとする財務省に集まる経済学者はケイ
ンズ主義に親近感を有していた（伊藤・浅井
2014, p.19）。ホワイトは，同じハーバード大学
出身のヴァイナーの推薦で 1934 年に中西部の無
名の大学教授から財務省調査統計局の主任研究
員に任命され，1936 年に同局の副局長，1938 年
に金融調査局の局長，最後に 49 歳にして 1941
年に財務次官補となる（岩本 1999, p.249）。ホ
ワイトは，ブレトンウッズでアメリカにとって
有利な状況を引き出すためにナショナリストと
して振る舞ったが，ホワイトが構想した壮大な
企ては，ソビエト連邦の社会主義経済に共鳴し
ていた。そのため，ホワイトはソ連のスパイと
しての疑惑をかけられ，IMF の初代専務理事に
選出されなかった。それ以後，アメリカ人がこ
のポストと無縁になっている（Steil 2013）。

2） 世界中の経済に関する優れた知性の持ち主がブ
レトンウッズのマウント・ワシントン・ホテル
に集まった（730 人の参加者に加えて，ジャーナ
リスト 500 人であった）。その様相は，「バベル
の塔」であったという。イギリス代表団として
は，ライオネル・ロビンズやデニス・ロバート
ソン等，アメリカ代表団としては，エドワード・
バーンスタイン等が参加している（Conway 
2014）。

3） 1943 年 9 月から 10 月にかけてのワシントン会
談で，ケインズとホワイトによる直接対話が行
われ，1944 年 4 月に両国の合意事項として『国
際通貨基金の設立に関する専門家の共同声明』
が公表され，同年 7 月にブレトンウッズで IMF
協定の調印に至る（岩本 1999, pp.250-251）。

4） ブレトンウッズ体制および両案の相違・交渉の
経 緯 は，Conway（2014），Gardner（1956），
Harrod（1951），Mikesell（1994），Moggridge

（1986）（1992），Skidelsky（2001），Steil（2013），
Van Dromael（1978），岩本（1999），伊藤・浅
井（2014），須藤（2008），西川（2014），本間

（1991），牧野（2014）を参照されたい。
5） ヴァイナーに関する先行研究として，Baumol 

and Seiler（1979），Bloomfield（1992），Groe-
newegen（1994），Irwin（1991）（2016），
Oslington（2012）（2013）（2014），Rotwein

（1983），Nerozzi（2009）（2011），Winch（1981）
（1983），猪木（1995），根岸（1980），木村（2015）
（2017）（2019）（2021）による研究がある。し
かしヴァイナーの包括的かつ本格的な研究は，
彼の評伝や研究書も公刊されておらず，ほぼ皆
無であるといってよい。詳細な目録は Viner

（1958）に所収されている。ヴァイナーの先行研
究の紹介は木村（2017）を参照されたい。

6） ブレトンウッズの交渉以前の 1942 年に，ヴァイ
ナーは，アルヴィン・ハンセンとともに，CFR
の経済金融グループにおいて，戦争と平和の研
究に従事して，「国際為替安定委員会」「国際銀
行」「多角的な公的機関」の設立を提案した

（Shoup and Minter 1977, pp.166-167; Nerozzi 
2011, p.18; 本間 1991, pp.29-30）。こうしたヴァ
イナーの先駆的提案が，1942 年の冬にホワイト
が修正案を提示するための一助となった（Nero-
zzi 2011, p.19）。

7） 当該論文は 9 月に『イェール評論』に掲載が予
定されていたが，ヴァイナーは前もってそのコ
ピーをケインズのもとに送っている。

8） 「基金自体は，マネー・バッグ（財布）をもち，
その取引とは，マネー・バッグの一つを他のそ
れと交換することにあります。これが，ある意
味で安定基金と清算同盟（中略）との間の，最
も基本的な区別です。もし安定基金の加盟国が，
最初の拠出と交換に，ユニタスを取得して保有
し，清算の実施の結果として保有するユニタス
を加盟国間で交換するとすれば，二つの案は現
在のものよりはその基本的な構造上の差ははる
かに小さくなるはずです。」（Keynes 1980, p.321: 
邦訳 p.359）

9） 「私（ケインズ）はむしろあなた（ヴァイナー）
の提案のモンドールを好ましく思います。我々
はバンコールないしはユニタスのどちらよりも，
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その名の下で優れた機能を果たさせることがで
きるはずです。」（Ibid., p.321: 邦訳 p.359）

10） 「あなたは（中略）正味債権者の立場になる諸国
は，無制限責任を負うことは好ましくないとい
う見解を示しておられます。これについて，あ
なたはきわめて正しくなる公算が大きいと考え
なければなりません。」（Ibid., pp.321-22: 邦訳
p.360）

11） 「清算同盟は，あなたが債務国に信頼をおくより
も，債務国による受領可能資産の蓄積にもっと
厳格な抑制を加えていることです。（中略）一加
盟国がその割当額の半額を超えて債務を増加さ
せようとするときは，即座に規定によって，完
全に統制されることになっています。おそらく
あなたは，この規定は債務国がその割当額の半
額を使用するよりわずかに先に実施されるべき
ものであるといわれるでしょう。ところが，こ
の規定には，いうまでもなく，他の額よりは，
半額を原則とするという条項はないのです。」

（Ibid., p.322: 邦訳 p.360）
12） 「私は評決権の実際の行方は，重要な機能を演じ

ないというあなたの意見に全面的に賛成します。
もしその機構がすべて評決で始まるものならば，
それが崩壊するまでに長い時間はかからないで
しょう。」（Ibid., p.322: 邦訳 p.360）

13） 「これは，アメリカも他のすべての国と同じく弱
小少数派の強い要望によって，為替相場が極端
に硬直なものになることから悩まされることを
意味するはずです。また金がどれほど豊富でも，
産金国がいかなる金価値の変更の提案も阻止で
きることに気づいていますか。なぜアメリカが
以上の二つの問題点を少数派に左右されるのを
望むのか，我々にはっきりしません。しかし詳
細な点の決定という段になれば，基本的な困難
が起こる公算はありえないと私は期待します。」

（Ibid., pp.322-323: 邦訳 p.361）
14） 「個人としては，（中略）最初の為替相場を決定

することは，大変困難があるとは思いません。」
（Ibid., p.323: 邦訳 p.361）

15） 「為替相場を固定することを過度に困難視する必

要はないと思いますし，（中略）主要通貨の平価
切下げへの大多数国の同意をとりつける困難は

（中略）重大なこととは思いません。」（Ibid., 
p.323: 邦訳 p.362）

16） 「金の地位の取り扱いに関してあなたは次のよう
に書いている。『ホワイト案では（中略）基金の
要請があれば，加盟国は自国通貨と交換に，他
の加盟国が基金に預託した金を無制限に受領し
なければならない場合である』。この規定は同案
のどこにありますか。あなたが問題にしている
条項を見出すことができません。」（Ibid., p.324:
邦訳 p.362）

17） 「基金は，いかなる加盟国からの金の受領も強制
されてはいない。」（Ibid., p.324: 邦訳 p.362）

18） 「インフレーションの脅威の可能性についての，
全く同じではありませんが，おそらくこれに関
連して，金の過剰の可能性があるとあなたが言
われるのには，まったく同感です。」（Ibid., p.324:
邦訳 p.363）

19） 「資本輸出の規制などの為替管理の問題全般につ
いて，清算同盟は，安定基金よりは強制を要求
する程度は低い。」（Ibid., p.325: 邦訳 p.364）

20） 「新しい機関が発足し，その職員の性格も決まる
雰囲気についてのあなたの次のお考えに心から
賛成いたします。この機関が『安定した，平凡
な世界のために，まったくのきまりきった平時
の機能を営むものであるとみなされることが最
も重要である』。」（Ibid., p.326: 邦訳 p.364）

21） この手紙は R.H. ブランド宛書信である。他にも
ケインズはサー・フレデリック・フィリップス
に次のような手紙を送っている。「ヨーロッパ連
合のすべては例外なしに清算同盟案を選好する
だけでなく，それを強く選好するとみるのが公
平であり，わたくしとしてはそれに健全な，基
本的な理由があるとみなす次第です。結局，安
定基金は，現在の形式では，小国にとっては，
非常に魅力あるものには見えないいくつかの理
由があるのです。」（Keynes 1980, p.240: 邦訳
p.260）

22） 「I われわれは，ホワイトの基本的な条件の内容
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を承認する。すなわち，（i）われわれは拠出原理
に同意する。（ii）われわれは責任額の限定に同
意する。（iii）われわれはいかなる加盟国も，そ
の意思に反して，自国通貨の金価値の変更を要
求されないとする意見に同意する。（中略）II 
我々自身の基本的な条件は次のとおりである。

（i）基金は，諸通貨を入れ混ぜたマネー・バッグ
を用いてではなく，ユニタスだけで取引すべき
である。加盟国が保有するユニタスは，その基
金への拠出金と引き換えに取得されるべきであ
り，また金では償還されないものとすべきであ
ろう。」（Ibid., pp.308-314: 邦訳 pp.344-351, 伊
藤・浅井 2014, p.23 も参照している）

23） 「本質的な相違は，基金の下ではなく，同盟の下
においては，いかなる国に対しても，実施を要
求されうる拠出額には特定の限度があるという
ことです。したがって，その機関すなわち同盟
が供給できるいかなる通貨の量にも同じ限度が
あることです。」（Ibid., p.327: 邦訳 p.365）。

24） 「『モンドール』が多少なりとも，あなたに気に
入られたことを私は喜んでいます。わたくしは
また，金を可能な限り重視しないことを望む人
たちの好みにもっと合いそうな『モンダ』を考
えつきました。」（Ibid., p.327: 邦訳 p.366）

25） 「清算同盟には債権国の責任に対する厳格な制度
が欠落していることは，債務国になろうとする
意図をもつ国には，それ自体大変魅力的なこと
はいうまでもありませんが，債権国になること
を予想する国にとっては文字通り恐るべきもの
になっています。（中略）どの債権国も，この制
限を超過するのを，自発的に同意する見込みが
十分あり，ないしは上記の機関に理事会が，そ
のような行動を強くすすめ，また一般情勢がそ
のような行動を妥当なものにするならば，短期
債務を借り替えるなどの救済措置をとることに
同意する見込みはあります。いずれにしても，
本案はすべての点で完全なスタートを切ること
はできないが，しかし発生してくるあらゆる状
況に，前もって完全な適合性を備えていないと
いうことだけで，崩壊することはないでしょう。」

（Ibid., p.327-328: 邦訳 p.366）
26） 「私は心中，割当額の半額を使い切るまで，無条

件に借り入れる自由を認めようと考えていまし
た。両案の下では，加盟国の信用度の高低いか
んにかかわらず，ある点一杯まで借り入れる無
条件の権利をもつことは困難です。（中略）私は
これ以上十分満足な解決策を持ち合わせていま
せん。なぜならば，請求次第，確実に信用を調
達できることが，両案の最も重要な特性になっ
ているからです。」（Ibid., p.328: 邦訳 p.367）

27） 「（中略）自分が計算上誤記していたことに気が
つきました。そこで二回分の前刷りの中で訂正
を依頼しておきました。しかしイギリスを十六
1/2 以下にすることはできません。」（Ibid., p.328: 
邦訳 p.367）

28） 「私は，（中略）その割当額の大小を考慮せずに，
（中略）個々の加盟国に拒否権を与えることは強
く不賛成です。80％多数決の規定は次のような
アメリカの権限を制限することを指摘する余地
を見出すことができないとしても，その意味は
理解できるように思います。それはアメリカが
現在の資格で望まない変化を阻止する力を増大
させることと同じだけ，同国が望むであろう権
力を制限することになるということです。」（Ibid., 
p.328: 邦訳 p.367）

29） 「かなりの安定期間（a fairly stable period）の為
替相場問題に関しては，あなたに賛成です。し
かしすべての為替相場は，戦後の数年間は高度
に実験的なものとみなければなりません。私は，
清算同盟と安定基金のどちらもが，中間期間（the 
interim period）について規定するそれよりもっ
と伸縮性をもたせてほしいと思います。（中略）
為替相場切り下げは，諸外国と国内経済グルー
プの間に，つねに恣意的な，さまざまの影響を
及ぼしますから，小規模な不均衡の是正の満足
な手段とは決して思われません。」（Ibid., p.329: 
邦訳 p.368）

30） 「私の論稿の中のこの誤りは，大勢の通信者から
指摘されています。最終草案で適切な修正を加
えようと思います。」（Ibid., p.328: 邦訳 p.367）
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31） 「安定基金には，加盟国の割当額一杯までの金の
受領を制限する規定があります。（中略）私は，
金売買に固定的な価格を義務付けているものと
解釈します。ホワイトがこの解釈を受け入れる
かどうかを明らかにしてみようと思います。」

（Ibid., p.329: 邦訳 p.368）
32） 「ここでは，私が念頭に置いているインフレー

ションを招くことになるかもしれない場合を除
いて，『金の過剰』とはいってはおりません。こ
こでは，われわれは鋭く見解を異にしていない
のがわかって嬉しいことです。」（Ibid., p.329: 邦
訳 p.369）

33） 「私はこの一節を，あなたに公平にふるまうため
と，多少私自身の立場をやわらげるために書き
直すことにしましょう。（中略）私は為替管理が
あってもなくても，1ヶ月の短期間，いや1週間，
それどころか 1 日でも『経常』収支の状態を正
確に確かめることができると考えるのは幻想だ
と思います。」（Ibid., p.330: 邦訳 p.369）

34） 「両案の論議は，戦争終結直後の時期と，長期の
より安定した将来との，国際金融問題を区別す
ることに失敗したために，ぼやけてしまったと
私は考えます。」（Ibid., p.330: 邦訳 p.369）

35） この点について考慮された「稀少通貨条項」に
ついて，ハロッドは米国のケインズ案への妥協
と解釈したが，ケインズと同様に，ヴァイナー
も そ れ ほ ど 重 視 し て い な い（Viner 1943b, 
pp.206-210）。

36） トリフィンは，ケインズ案のバンコールに立ち
返り，IMF が管理する新しい国際準備通貨を提
案した（Steil 2013）が，IMF による SDR（特
別引出権）創出や商品準備通貨制度の提案もこ
れに該当する（木村 2020）。

37） ケインズは，ヴァイナー宛書簡でスラッファに
よ る リ カ ー ド 研 究 の 貢 献 を 紹 介 し て い る

（Keynes 1980, pp.334-335: 邦訳 pp.374-375）。こ
の往復書簡において，経済問題のみならずさま
ざまな問題に配慮しつつ清算同盟を提案してい
るケインズの知性と，古典派的思考に忠実かつ
慎重なヴァイナーの議論を理解することができ

る。
38） ヴァイナーは次のように指摘する。「自由貿易は

より様々な理由で世界平和を助長する。まず世
界的な自由貿易は，あらゆる国を，しばしば距
離のある他国に依存させる。市民生活や戦争行
為といういくつかの本質のため，それゆえ，戦
争は明らかに危険な企てになろう。（中略）我々
は，実質的な自由貿易の採用を期待してからは
じめて，安全な方向が満たされる。二つ目に，
戦争は貿易を撹乱する。自由貿易下では，日常
生活の手段を直接または間接的に外国貿易の継
続に依存している人口の割合は最大になるであ
ろう。したがって，自由貿易の下では，戦争回
避に明白かつ重要な経済的既得権を持つ人口の
割合も最大となる。三つ目に，世界的な自由貿
易下では，領土拡張の魅力は，これが経済的考
察に依拠したものである限り，大きく減少する。
四つ目に，外国貿易障壁，関税差別，植民地の
選好といった精神に共鳴をしていても，知識も
しくは交渉からもたらされる紛争や論争は減少
する。」（Viner 1944c, p.261）

39） ヴァイナーによる ITO 憲章の詳細な評価につい
ては，木村（2017）を参照されたい。

40） フ ラ ン シ ス・ ク ォ ー ル ズ（Francis Quarles, 
1592-1644）は，イギリスの宗教的な詩人として

『エンブレム集』を刊行したことで著名である。
『エンブレム集』は宗派を限らず受け入れられた。
彼は，敬 なイギリス国教会の信徒で，ロンド
ン市の史料編纂官としても働いていた（松田
2016）。

41） ヴァイナーによる関税同盟の経済学と，それが
どのようにミードやリプシー等の国際経済学へ
波及したのかに関しては，木村（2017）を参照
されたい。

42） 核分裂の可能性に気づき，原子爆弾の製造に携
わり，広島・長崎の惨状を知るやいなや心をひ
どく痛めたレオ・シラードは，原子エネルギー
規制会議の金曜日の会議で，「世界連邦なくして
恒久平和はないが，第三次世界大戦がきっと起
こるものとすれば，遅く来るほど大変なものと
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なる。次の戦争の勝利者が世界連邦を作るだろ
う。その勝者が合衆国であるとしても，2500 万
人もの人が死ぬことになる」と述べたが，ヴァ
イナーは次のように回答した。「そういうことは
何一つおきないでしょう。予防戦などというも
のはないだろうし，国際協定によって査察をす
ることもありえないでしょう。これからも何年
かはアメリカのみが保有することになろうし，
原子爆弾は一定の微妙な影響を与えるでしょう。
それは，どんな外交交渉の場でも参加者の意識
にあって効果を発揮するでしょう。そうして遅
かれ早かれロシアが原子爆弾を作り，その後は
自ずと平衡状態が生まれるでしょう。」（リチャー
ド・ローズ 1993 下巻 , pp.609-610）

43） ヴァイナーは，充満の原理，序列，古い要素の
組み合わせによる単位観念を打ち出したラブ
ジョイの「存在の偉大な連鎖」（Viner 1950b, 
p.368）に言及し，経済的尺度だけでは論じるこ
とのできない国際経済社会の問題が存在するこ

とを示唆している。こうしたヴァイナーの思想
面の展開は，彼の晩年の思想史研究に目を向け
る必要がある（木村 2021）。

44） ヴァイナーによれば，インフレーションを導け
ば，国際経済秩序は根本的に不均衡になる。国
際収支の悪化の救済策として為替相場の切り下
げがとられたならば，かえって国内のインフレー
ションを助長し，そのインフレーションを制御
する財政・貨幣当局による効果を弱める傾向が
ある（Viner 1953a, p.70: 訳 pp.98-99）。

45） ヴァイナーは，経済政策を判断する場合は，経
済理論にがんじがらめにならずに，法や制度等
も重視し，ある種のバランス（やわらかい自由
主義）を保つべきであると考えていた。ライオ
ネル・ロビンズは，こうしたヴァイナーの自由
主義思想を共有し，それを「古典的自由主義」

（Classical Liberalism）と呼んだ。この点につい
ては，木村（2017）（2019）（2021）を参照され
たい。
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（Abstract）
This study aims to clarify the economic vision of Jacob Viner (1892-1970) on the formation 

of the international economic order after World War II. In doing so, it examines the Bretton 
Woods system, the concept of a new international economic order, the role of the key currency 
dollar, his nuclear policy for peace. First, we discuss Viner’s views on the White plan and the 
Keynes plan amid the Bretton Woods negotiations. We delineate how Viner evaluated the 
international monetary system within the International Monetary Fund and the General Agree-
ment on Tariff s and Trade (IMF-GATT) system, while the US dollar was at the center of 
international currency within the Bretton-Woods system. Second, we discuss Viner’s profound 
ideas on the new international currency system that can achieve international economic cooper-
ation and economic development within the post-WWII international economic system. This 
discussion is situated from the perspective of relations between developing and developed 
countries, nuclear and denuclearization policies for peace, as well as the foundation of the 
International Employment Stabilization Fund and the World Government. Finally, we conclude 
our presentation of Viner’s vision regarding the international economic order from the two fol-
lowing predominant perspectives. First, his economic vision of the international order includes 
economic and political cooperation, peace among all countries. Second, his economic vision is 
rooted in the American interest, but it is derived from the “cosmopolitan” ideas for the world.
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